


 

 
 

 

 

 

 

 

りそな・日本株オープン 
追加型投信／国内／株式 

 

投資信託説明書（目論見書）訂正事項分 

２０１０.０５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

１．「りそな・日本株オープン」の募集については、委託会社は金融商品取引法（昭和23年法第25号）第

５条の規定に基づく有価証券届出書を平成21年11月20日に関東財務局長に提出しており、平成21年11

月21日にその届出の効力が生じております。また、同法第７条の規定により有価証券届出書の訂正届

出書を平成22年5月20日に関東財務局長に提出しております。 

２．「りそな・日本株オープン」の価額は、ファンドに組み入れられる有価証券等の値動き、為替相場の

変動等による影響を受けますが、これらの運用による損益はすべて投資家の皆様に帰属いたします。

ファンドは元本が保証されているものではありません。 
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りそな・日本株オープン 
追加型投信／国内／株式 

 

投資信託説明書（交付目論見書）訂正事項分 

２０１０.０５ 

 
 

 
 

 

Ⅰ．投資信託説明書（交付目論見書）の訂正理由 

平成22年5月20日に有価証券届出書の訂正届出書を提出したことに伴い、「りそな・日本株オープ

ン」の投資信託説明書（交付目論見書）2009年11月（以下「原交付目論見書」といいます。）の記

載事項のうち、新たな情報に訂正すべき事項がありますので、これを訂正するものです。 

 

Ⅱ．訂正の内容 

原交付目論見書の内容が訂正事項の内容に変更されます。 

 

 

１．「りそな・日本株オープン」の募集については、委託会社は金融商品取引法（昭和23年法第25

号）第５条の規定に基づく有価証券届出書を平成21年11月20日に関東財務局長に提出してお

り、平成21年11月21日にその届出の効力が生じております。また、同法第７条の規定により有

価証券届出書の訂正届出書を平成22年5月20日に関東財務局長に提出しております。 

２．この投資信託説明書（交付目論見書）は、金融商品取引法第13条の規定にもとづく目論見書の

うち、同法第15条第2項の規定に基づき、投資家がファンドを取得する際にあらかじめまたは同

時に交付される目論見書です。 

３．投資信託説明書（請求目論見書）は、金融商品取引法第13条の規定にもとづく目論見書のう

ち、同法第15条第3項の規定に基づき、投資家の請求により交付される目論見書です。なお、請

求目論見書をご請求された場合は、投資家の皆様ご自身でその旨を記録されるようお願いいた

します。 

４．「りそな・日本株オープン」の価額は、ファンドに実質的に組み入れられる有価証券等の値動

き、為替相場の変動等による影響を受け基準価額が下落し、損失を被ることがあります。した

がって、これらの運用による損益はすべて投資家の皆様に帰属いたします。ファンドは元本が

保証されているものではありません。 
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第二部 ファンド情報 

第１ ファンドの状況 

１ ファンドの性格 

(2) ファンドの仕組み（原交付目論見書7～8ページ） 

全文が以下の通り更新訂正されます。以下は、訂正後の内容のみ記載しております。 

（ 中略 ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ソシエテ ジェネラル アセット マネジメント（パリ）は、2009年12月31日に資産運用に関する

すべての業務をソシエテ ジェネラル ジェスチョンに移管しております。 

３ 投資リスク 

(3) リスク管理体制（原交付目論見書 21ページ） 

全文が以下の通り更新訂正されます。以下は、訂正後の内容のみ記載しております。 

 
ファンドのリスク管理として、運用の基本方針に沿った資産構成になっているか、あるいは

適切な投資行動となっているかを検証しています。また、レビュー委員会において、ファンド

特性をふまえたパフォーマンス評価・検討を行っています。 
 

委託会社のリスク管理体制 
 

 

上記は本書作成日現在のリスク管理体制です。リスク管理体制は変更されることがあります。 

 

４ 手数料等及び税金 

(4) その他の手数料等（原交付目論見書22～23ページ） 

全文が以下の通り更新訂正されます。以下は、訂正後の内容のみ記載しております。 
① 信託財産に関する租税、信託事務の処理等に要する諸費用（監査費用、法律顧問・税務

顧問への報酬、目論見書、運用報告書等の印刷費用、有価証券届出書関連費用、郵送費

用、公告費用、格付費用、受益権の管理事務に関連する費用等およびこれらの諸費用に

かかる消費税等に相当する金額を含みます。）および受託会社の立て替えた立替金の利

本書においてソシエテ ジェネラル アセット マネジメントを「ＳＧＡＭ」と表示することがありま

す。ファンドの関係法人またはグループ会社の名称として以下のように表示することがあります。 

ソシエテ ジェネラル ジェスチョン※ Ｓ２Ｇ 

（本社・フランス パリ）  

ソシエテジェネラルアセットマネジメント株式会社 ＳＧＡＭ ジャパン 

（本社・日本 東京）  
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息は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁することができます。 
②～④ （ 略 ） 

 

５ 運用状況（原交付目論見書 25～29 ページ） 

      全文が以下のとおり更新訂正されます。以下は、訂正後の内容のみ記載しております。 

(1) 投資状況 
（平成 22 年 3月 31 日現在） 

資産の種類 国名 時価（円） 投資比率（％） 

りそな・日本株マザーファンド受益証券 日本 1,674,244,923 99.28

現金・預金・その他の資産（負債控除後） － 12,192,150 0.72

合計（純資産総額） － 1,686,437,073 100.00

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 

（参考）りそな・日本株マザーファンド 

資産の種類 国名 時価（円） 投資比率（％） 

株式 日本 2,241,839,000 98.28

現金・預金・その他の資産（負債控除後） － 39,250,959 1.72

合計（純資産総額） － 2,281,089,959 100.00

（注）投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 

 

(2) 投資資産 

① 投資有価証券の主要銘柄 

平成22年3月31日現在

順

位 

国／ 

地域 
種類 銘柄名 

数量 

（口） 

帳簿価額

単価

（円） 

帳簿価額 

金額（円） 

評価額 

単価

（円） 

評価額 

金額（円） 

投資 

比率

（％）

1 日本 
親投資信託 

受益証券 

りそな・日本

株マザーファ

ンド 

1,466,963,045 1.0735 1,574,784,829 1.1413 1,674,244,923 99.28

＊全 1銘柄 

＊投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する各銘柄の時価比率をいいます。 

＊投資信託受益証券の数量は、所有口数を表示しております。 

 

② 投資不動産物件 

該当事項はありません。 

 

③ その他投資資産の主要なもの 

該当事項はありません。 
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（参考）りそな・日本株マザーファンド 

① 投資有価証券の主要銘柄 
（平成 22 年 3月 31 日現在） 

帳簿金額 時価評価額 
順 

位 
地域 種類 銘柄名 業種 

数量 

（株）
単価 

（円） 

金額 

（円） 

単価 

（円） 

金額 

（円） 

投資

比率

(％)

1 日本 株式 
三井住友フィナンシャ

ルグループ 
銀行業 25,000 3,968.51 99,212,916 3,090.00 77,250,000 3.39

2 日本 株式 伊藤忠商事 卸売業 85,000 665.00 56,525,000 819.00 69,615,000 3.05

3 日本 株式 日本発條 金属製品 80,000 725.98 58,078,551 858.00 68,640,000 3.01

4 日本 株式 ツムラ 医薬品 25,000 2,940.53 73,513,318 2,715.00 67,875,000 2.98

5 日本 株式 住友商事 卸売業 62,000 969.21 60,091,491 1,075.00 66,650,000 2.92

6 日本 株式 
三菱ＵＦＪフィナン

シャル・グループ 
銀行業 135,000 482.56 65,146,812 490.00 66,150,000 2.90

7 日本 株式 野村ホールディングス 
証券、商品先物取

引業 
95,000 611.24 58,067,894 689.00 65,455,000 2.87

8 日本 株式 住友信託銀行 銀行業 115,000 549.00 63,135,000 548.00 63,020,000 2.76

9 日本 株式 本田技研工業 輸送用機器 19,000 3,061.13 58,161,635 3,300.00 62,700,000 2.75

10 日本 株式 
Ｔ＆Ｄホールディング

ス 
保険業 28,000 2,553.89 71,509,114 2,213.00 61,964,000 2.72

11 日本 株式 アイシン精機 輸送用機器 21,000 2,550.97 53,570,497 2,800.00 58,800,000 2.58

12 日本 株式 ＫＤＤＩ 情報・通信業 120 511,993.16 61,439,180 484,000.00 58,080,000 2.55

13 日本 株式 小糸製作所 電気機器 40,000 1,257.44 50,297,651 1,388.00 55,520,000 2.43

14 日本 株式 日本電信電話 情報・通信業 14,000 3,848.48 53,878,772 3,940.00 55,160,000 2.42

15 日本 株式 椿本チエイン 機械 120,000 387.00 46,440,000 449.00 53,880,000 2.36

16 日本 株式 電源開発 電気・ガス業 17,000 2,780.00 47,260,000 3,080.00 52,360,000 2.30

17 日本 株式 東洋水産 食料品 21,000 2,387.37 50,134,771 2,418.00 50,778,000 2.23

18 日本 株式 山九 陸運業 110,000 413.08 45,439,029 461.00 50,710,000 2.22

19 日本 株式 日本電気 電気機器 180,000 243.24 43,784,928 281.00 50,580,000 2.22

20 日本 株式 協和エクシオ 建設業 65,000 877.77 57,055,313 772.00 50,180,000 2.20

21 日本 株式 東海旅客鉄道 陸運業 70 596,361.32 41,745,293 712,000.00 49,840,000 2.18

22 日本 株式 スタンレー電気 電気機器 27,000 1,695.22 45,770,976 1,813.00 48,951,000 2.15

23 日本 株式 フジクラ 非鉄金属 90,000 496.24 44,661,978 539.00 48,510,000 2.13

24 日本 株式 ヤマダ電機 小売業 7,000 6,057.45 42,402,163 6,900.00 48,300,000 2.12

25 日本 株式 森永乳業 食料品 130,000 370.18 48,124,255 368.00 47,840,000 2.10

26 日本 株式 新日本製鐵 鉄鋼 130,000 354.53 46,090,041 367.00 47,710,000 2.09

27 日本 株式 リンテック その他製品 26,000 1,837.84 47,784,000 1,828.00 47,528,000 2.08

28 日本 株式 
日立ハイテクノロジー

ズ 
卸売業 22,000 1,820.10 40,042,200 2,145.00 47,190,000 2.07

29 日本 株式 ＪＳＲ 化学 24,000 1,712.61 41,102,640 1,953.00 46,872,000 2.05

30 日本 株式 ＨＯＹＡ 精密機器 18,000 1,992.99 35,873,820 2,569.00 46,242,000 2.03

＊上位30銘柄 

＊投資比率は、マザーファンドの純資産総額に対する各銘柄の時価評価額比率です。 
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業種別投資比率 

（平成 22 年 3月 31 日現在） 

種類 地域 業種 投資比率(％) 

株式 日本 電気機器 13.86

  輸送用機器 9.93

  銀行業 9.05

  情報・通信業 8.30

  卸売業 8.04

  化学 6.05

  陸運業 4.41

  食料品 4.32

  非鉄金属 4.14

  機械 3.91

  金属製品 3.01

  医薬品 2.98

  証券、商品先物取引業 2.87

  保険業 2.72

  電気・ガス業 2.30

  建設業 2.20

  小売業 2.12

  鉄鋼 2.09

  その他製品 2.08

  精密機器 2.03

  石油・石炭製品 1.88

合計 98.28

※投資比率は、マザーファンドの純資産総額に対する各業種の時価評価額比率です。 

 

② 投資不動産物件 

該当事項はありません。 

 

③ その他投資資産の主要なもの 

該当事項はありません。 
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(3) 運用実績 

① 純資産の推移 
平成 22 年 3 月 31 日（直近日）現在、同日前 1 年以内における各月末およびファンド設定時から

の各計算期間末におけるファンドの純資産総額および基準価額（1 万口当たりの純資産額）の推移
は次の通りです。 

純資産総額(百万円) 基準価額(円)  

(分配落) (分配付) (分配落) (分配付) 

第1期計算期間末（平成15年8月20日） 2,199 2,218 11,048 11,148

第2期計算期間末（平成16年8月20日） 3,646 3,745 11,095 11,395

第3期計算期間末（平成17年8月22日） 3,679 3,828 12,365 12,865

第4期計算期間末（平成18年8月21日） 3,129 4,652 11,309 16,809

第5期計算期間末（平成19年8月20日） 3,626 3,626 10,589 10,589

第6期計算期間末（平成20年8月20日） 2,639 2,639  8,313  8,313

第7期計算期間末（平成21年8月20日） 1,732 1,732 5,976 5,976

第8期中間計算期間末（平成22年2月20日） 1,545 1,545 5,704  5,704

平成21年3月末日 1,419 －     4,719  －

4月末日 1,510 －     5,023  －

5月末日 1,636 －     5,493  －

6月末日 1,669 －     5,728  －

7月末日 1,722 －     5,920  －

8月末日 1,750 －     6,043  －

9月末日 1,675 －     5,794  －

10月末日 1,629 －     5,709  －

11月末日 1,525 －     5,405  －

12月末日 1,621 －     5,824  －

平成22年1月末日 1,582 －     5,806  －

2月末日 1,548 －     5,714  －

3月31日（直近日） 1,686 －     6,286  －

 

② 分配の推移 

計算期間 1万口当たり分配金（円） 

第1期計算期間（平成14年11月29日～平成15年8月20日） 100 

第2期計算期間（平成15年8月21日～平成16年8月20日） 300 

第3期計算期間（平成16年8月21日～平成17年8月22日） 500 

第4期計算期間（平成17年8月23日～平成18年8月21日） 5,500 

第5期計算期間（平成18年8月22日～平成19年8月20日） 0 

第6期計算期間（平成19年8月21日～平成20年8月20日） 0 

第7期計算期間（平成20年8月21日～平成21年8月20日） 0 

第8期中間計算期間（平成21年8月21日～平成22年2月20日） 0 
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③ 収益率の推移 

計算期間 収益率（％） 

第1期計算期間（平成14年11月29日～平成15年8月20日） 11.48 

第2期計算期間（平成15年8月21日～平成16年8月20日） 3.14 

第3期計算期間（平成16年8月21日～平成17年8月22日） 15.95 

第4期計算期間（平成17年8月23日～平成18年8月21日） 35.94 

第5期計算期間（平成18年8月22日～平成19年8月20日） △6.37 

第6期計算期間（平成19年8月21日～平成20年8月20日） △21.49 

第7期計算期間（平成20年8月21日～平成21年8月20日） △28.11 

第8期中間計算期間（平成21年8月21日～平成22年2月20日） 10.20 

（注）収益率の算出方法： 

計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落

の額。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を、前期末基準価額で除して 100 を

乗じた数値です。 

 

第２ 財務ハイライト情報（原交付目論見書35～38ページ） 

原交付目論見書の「第２ 財務ハイライト情報」の後に以下の内容が新たに追加されます。以下

は、追加される内容のみ記載しております。 

 

(1)  当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭

和 52 年大蔵省令第 38 号）（以下「中間財務諸表等規則」という。）ならびに同規則第 38 条の 3

及び第 57 条の 2 の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成 12 年総理府令第 133

号）（以下「投資信託財産計算規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、中間財務諸表等規則は、平成 20 年 8 月 7 日付内閣府令第 50 号により改正されております

が、第 7 期中間計算期間（平成 20 年 8 月 21 日から平成 21 年 2 月 20 日まで）及び第 8 期中間計算

期間（平成 21 年 8 月 21 日から平成 22 年 2 月 20 日まで）について同内閣府令附則第 4 条第 1 項第

1 号により、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

また、投資信託財産計算規則は、平成 21 年 6 月 24 日付内閣府令第 35 号により改正されており

ますが、第 7 期中間計算期間（平成 20 年 8 月 21 日から平成 21 年 2 月 20 日まで）については改正

前の投資信託財産計算規則に基づき作成しており、第 8 期中間計算期間（平成 21 年 8 月 21 日から

平成 22 年 2 月 20 日まで）については改正後の投資信託財産計算規則に基づいて作成しております。 

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

ここに表示する中間財務諸表（「中間貸借対照表」および「中間損益及び剰余金計算書」）は、

有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細情報 第４ ファンドの経理状況」（投資信託説明書（請

求目論見書））から抜粋して記載しております。 

 

(2)  当ファンドは、金融商品取引法第 193 条の 2 第 1 項の規定に基づき、第 7 期中間計算期間（平成

20 年 8 月 21 日から平成 21 年 2 月 20 日まで）及び第 8 期中間計算期間（平成 21 年 8 月 21 日から

平成 22 年 2 月 20 日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人による中間監査を受

けており、その証明にかかる中間監査報告書は当該中間財務諸表に添付されております。 
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りそな・日本株オープン 

 

(1)中間貸借対照表 

  （単位：円） 

第7期中間計算期間末 第8期中間計算期間末 

（平成21年2月20日現在） （平成22年2月20日現在） 

期    別

 

科    目 金        額 金        額 

資産の部   

流動資産   

コール・ローン 27,331,185 33,234,663 

親投資信託受益証券 1,337,378,887 1,524,815,238 

未収入金 － 5,000,000 

未収利息 37 90 

流動資産合計 1,364,710,109 1,563,049,991 

資産合計 1,364,710,109 1,563,049,991 

負債の部   

流動負債   

未払解約金 135,778 3,511,670 

未払受託者報酬 952,684 865,172 

未払委託者報酬 13,337,514 12,112,352 

その他未払費用 47,578 810,354 

流動負債合計 14,473,554 17,299,548 

負債合計 14,473,554 17,299,548 

純資産の部   

元本等   

元本 3,019,473,147 2,709,841,618 

剰余金   

中間剰余金又は中間欠損金（△） △1,669,236,592 △1,164,091,175 

（分配準備積立金） 140,484,288 135,374,712 

元本等合計 1,350,236,555 1,545,750,443 

純資産合計 1,350,236,555 1,545,750,443 

負債純資産合計 1,364,710,109 1,563,049,991 

 

 



 9

(2)中間損益及び剰余金計算書 

（単位：円） 

第7期中間計算期間 第8期中間計算期間 

自  平成20年8月21日 自  平成21年8月21日 

至  平成21年2月20日 至  平成22年2月20日 

期    別

 

 

科    目 金        額 金        額 

営業収益 

受取利息 27,517 4,026 

有価証券売買等損益 △1,184,361,156 △63,618,024 

営業収益合計 △1,184,333,639 △63,613,998 

営業費用   

受託者報酬 952,684 865,172 

委託者報酬 13,337,514 12,112,352 

その他費用 47,578 810,354 

営業費用合計 14,337,776 13,787,878 

営業損失（△） △1,198,671,415 △77,401,876 

経常損失（△） △1,198,671,415 △77,401,876 

中間純損失（△） △1,198,671,415 △77,401,876 

一部解約に伴う中間純損失金額の分配額

（△） 
△41,255,976 △3,880,444 

期首剰余金又は期首欠損金（△） △535,719,734 △1,166,779,780 

剰余金増加額又は欠損金減少額 28,326,412 78,439,694 

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠

損金減少額 
28,326,412 78,439,694 

剰余金減少額又は欠損金増加額 4,427,831 2,229,657 

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠

損金増加額 
4,427,831 2,229,657 

分配金 － － 

中間剰余金又は中間欠損金（△） △1,669,236,592 △1,164,091,175 
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

期  別 

 

項  目 

第7期中間計算期間 

自  平成20年8月21日 

至  平成21年2月20日 

第8期中間計算期間 

自  平成21年8月21日 

至  平成22年2月20日 

1.運用資産の評価基準

及び評価方法 

 

親投資信託受益証券 

基準価額で評価しております。 

 

親投資信託受益証券 

同左 

 

2.費用・収益の計上基

準 

 

有価証券売買等損益の計上基準 

約定日基準で計上しております。 

 

有価証券売買等損益の計上基準 

同左 

 

3.その他 当ファンドの計算期間は平成20年8月

21日から平成21年8月20日までとなって

おります。 

なお、当該中間計算期間は平成20年8

月21日から平成21年2月20日までとなっ

ております。 

当ファンドの計算期間は平成21年8月

21日から平成22年8月20日までとなって

おります。 

なお、当該中間計算期間は平成21年8

月21日から平成22年2月20日までとなっ

ております。 
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りそな・日本株オープン 
追加型投信／国内／株式 

 

投資信託説明書（請求目論見書）訂正事項分 

２０１０.０５ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ．投資信託説明書（請求目論見書）の訂正理由 

平成22年5月20日に有価証券届出書の訂正届出書を提出したことに伴い、「りそな・日本株オープ

ン」の投資信託説明書（請求目論見書）2009年11月（以下「原請求目論見書」といいます。）の記

載事項のうち、新たな情報に訂正すべき事項がありますので、これを訂正するものです。 
 

Ⅱ．訂正の内容 

原請求目論見書の内容が訂正事項の内容に変更されます。 

 

 

 

１．「りそな・日本株オープン」の募集については、委託会社は金融商品取引法（昭和23年法第25

号）第５条の規定に基づく有価証券届出書を平成21年11月20日に関東財務局長に提出してお

り、平成21年11月21日にその届出の効力が生じております。また、同法第7条の規定により有価

証券届出書の訂正届出書を平成22年5月20日に関東財務局長に提出しております。 

２．この投資信託説明書（請求目論見書）は、金融商品取引法第13条の規定にもとづく目論見書の

うち、同法第15条第３項の規定に基づき、投資家の請求により交付される目論見書です。 

３．「りそな・日本株オープン」の価額は、ファンドに組み入れられる有価証券等の値動き、為替

相場の変動等による影響を受けますが、これらの運用による損益はすべて投資家の皆様に帰属

いたします。ファンドは元本が保証されているものではありません。 
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第４ ファンドの経理状況（原請求目論見書8～19ページ） 

 

原請求目論見書の「１ 財務諸表」の後に以下の全文が追加されます。以下は、追加される内容の

み記載しております。 

 

(1)  当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大

蔵省令第38号）（以下「中間財務諸表等規則」という。）ならびに同規則第38条の3及び第57条の2の規定に

より、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）（以下「投資信託財産計算規則」

という。）に基づいて作成しております。 

なお、中間財務諸表等規則は、平成20年8月7日付内閣府令第50号により改正されておりますが、第7期中

間計算期間（平成20年8月21日から平成21年2月20日まで）及び第8期中間計算期間（平成21年8月21日から平

成22年2月20日まで）について同内閣府令附則第4条第1項第1号により、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

また、投資信託財産計算規則は、平成21年6月24日付内閣府令第35号により改正されておりますが、第7期

中間計算期間（平成20年8月21日から平成21年2月20日まで）については改正前の投資信託財産計算規則に基

づき作成しており、第8期中間計算期間（平成21年8月21日から平成22年2月20日まで）については改正後の投

資信託財産計算規則に基づいて作成しております。 

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 

(2)  当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第7期中間計算期間（平成20年8月21日か

ら平成21年2月20日まで）及び第8期中間計算期間（平成21年8月21日から平成22年2月20日まで）の中間財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による中間監査を受けております。 
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１ 財務諸表 

りそな・日本株オープン 

 

(1)中間貸借対照表 

  （単位：円） 

第7期中間計算期間末 第8期中間計算期間末 

（平成21年2月20日現在） （平成22年2月20日現在） 

期    別

 

科    目 金        額 金        額 

資産の部   

流動資産   

コール・ローン 27,331,185 33,234,663 

親投資信託受益証券 1,337,378,887 1,524,815,238 

未収入金 － 5,000,000 

未収利息 37 90 

流動資産合計 1,364,710,109 1,563,049,991 

資産合計 1,364,710,109 1,563,049,991 

負債の部   

流動負債   

未払解約金 135,778 3,511,670 

未払受託者報酬 952,684 865,172 

未払委託者報酬 13,337,514 12,112,352 

その他未払費用 47,578 810,354 

流動負債合計 14,473,554 17,299,548 

負債合計 14,473,554 17,299,548 

純資産の部   

元本等   

元本 3,019,473,147 2,709,841,618 

剰余金   

中間剰余金又は中間欠損金（△） △1,669,236,592 △1,164,091,175 

（分配準備積立金） 140,484,288 135,374,712 

元本等合計 1,350,236,555 1,545,750,443 

純資産合計 1,350,236,555 1,545,750,443 

負債純資産合計 1,364,710,109 1,563,049,991 
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(2)中間損益及び剰余金計算書 

（単位：円） 

第7期中間計算期間 第8期中間計算期間 

自  平成20年8月21日 自  平成21年8月21日 

至  平成21年2月20日 至  平成22年2月20日 

期    別

 

 

科    目 金        額 金        額 

営業収益 

受取利息 27,517 4,026 

有価証券売買等損益 △1,184,361,156 △63,618,024 

営業収益合計 △1,184,333,639 △63,613,998 

営業費用   

受託者報酬 952,684 865,172 

委託者報酬 13,337,514 12,112,352 

その他費用 47,578 810,354 

営業費用合計 14,337,776 13,787,878 

営業損失（△） △1,198,671,415 △77,401,876 

経常損失（△） △1,198,671,415 △77,401,876 

中間純損失（△） △1,198,671,415 △77,401,876 

一部解約に伴う中間純損失金額の分配額

（△） 
△41,255,976 △3,880,444 

期首剰余金又は期首欠損金（△） △535,719,734 △1,166,779,780 

剰余金増加額又は欠損金減少額 28,326,412 78,439,694 

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損

金減少額 
28,326,412 78,439,694 

剰余金減少額又は欠損金増加額 4,427,831 2,229,657 

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損

金増加額 
4,427,831 2,229,657 

分配金 － － 

中間剰余金又は中間欠損金（△） △1,669,236,592 △1,164,091,175 

 

(3)中間注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

期  別 

 

項  目 

第7期中間計算期間 

自  平成20年8月21日 

至  平成21年2月20日 

第8期中間計算期間 

自  平成21年8月21日 

至  平成22年2月20日 

1.運用資産の評価基準

及び評価方法 

 

親投資信託受益証券 

基準価額で評価しております。 

 

親投資信託受益証券 

同左 

 

2.費用・収益の計上基

準 

 

有価証券売買等損益の計上基準 

約定日基準で計上しております。 

 

有価証券売買等損益の計上基準 

同左 

 

3.その他 当ファンドの計算期間は平成20年8月

21日から平成21年8月20日までとなって

おります。 

なお、当該中間計算期間は平成20年8

月21日から平成21年2月20日までとなっ

ております。 

当ファンドの計算期間は平成21年8月

21日から平成22年8月20日までとなって

おります。 

なお、当該中間計算期間は平成21年8

月21日から平成22年2月20日までとなっ

ております。 
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（中間貸借対照表に関する注記） 

第7期中間計算期間末 

（平成21年2月20日現在） 

第8期中間計算期間末 

（平成22年2月20日現在） 

1.中間計算期間の末日における受益権の総数 

3,019,473,147口 

 

1.中間計算期間の末日における受益権の総数 

2,709,841,618口 

2.投資信託財産計算規則第55条の6第1項第10号に規

定する額 

元本の欠損            1,669,236,592円 

 

2.投資信託財産計算規則第55条の6第1項第10号に規

定する額 

元本の欠損            1,164,091,175円 

3.中間計算期間の末日における1単位当たりの純資産

の額 

1口当たり純資産額            0.4472円 

（10,000口当たり純資産額        4,472円） 

3.中間計算期間の末日における1単位当たりの純資産

の額 

1口当たり純資産額            0.5704円 

（10,000口当たり純資産額        5,704円） 

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記） 

第7期中間計算期間 

自  平成20年8月21日 

至  平成21年2月20日 

第8期中間計算期間 

自  平成21年8月21日 

至  平成22年2月20日 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

第7期中間計算期間（自 平成20年8月21日  至 平成21年2月20日） 

該当事項はありません。 

 

第8期中間計算期間（自 平成21年8月21日  至 平成22年2月20日） 

該当事項はありません。 

 

（その他の注記） 

1.元本の移動 

第7期中間計算期間 

自  平成20年8月21日 

至  平成21年2月20日 

第8期中間計算期間 

自  平成21年8月21日 

至  平成22年2月20日 

期首元本額            3,174,785,857円 

期中追加設定元本額        12,222,439円 

期中一部解約元本額      167,535,149円 

期首元本額           2,899,480,935円 

期中追加設定元本額         5,273,860円 

期中一部解約元本額      194,913,177円 

 

2.売買目的有価証券の中間貸借対照表計上額等 

第7期中間計算期間（自 平成20年8月21日  至 平成21年2月20日） 

該当事項はありません。 

 

第8期中間計算期間（自 平成21年8月21日  至 平成22年2月20日） 

該当事項はありません。 

 

3.デリバティブ取引関係 

第7期中間計算期間（自 平成20年8月21日  至 平成21年2月20日） 

該当事項はありません。 
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第8期中間計算期間（自 平成21年8月21日  至 平成22年2月20日） 

該当事項はありません。 

 

参考 

りそな・日本株マザーファンド 

 

当ファンドは「りそな・日本株マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、中間貸借対照表の

資産の部に計上された親投資信託受益証券は、すべて同親投資信託の受益証券です。 

尚、同親投資信託の状況は次の通りです。 

 

1「りそな・日本株マザーファンド」の状況 

以下に記載した状況は監査の対象外となっております。 

 

(1) 貸借対照表 

（単位：円） 

対象年月日 （平成22年2月20日現在） 

科  目 金        額  

資産の部 

流動資産 

コール・ローン 40,065,508 

株式 2,069,131,500 

未収配当金 1,560,000 

未収利息 54 

流動資産合計 
2,110,757,062 

資産合計 2,110,757,062 

負債の部 
 

流動負債 
 

未払解約金 
11,300,000 

流動負債合計 
11,300,000 

負債合計 
11,300,000 

純資産の部 
 

元本等 
 

元本  

元本 
2,032,403,795 

剰余金 
 

剰余金 
67,053,267 

純資産合計 
2,099,457,062 

負債・純資産合計 2,110,757,062 
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(2) 注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

期  別 

項  目 

自  平成21年8月21日 

至  平成22年2月20日 

1.運用資産の評価基準及び

評価方法 

 

 

株式 

原則として時価で評価しております。 

時価評価にあたっては、市場価額のある有価証券についてはその最終相場

（計算日に最終相場のない場合には、直近の日の最終相場）で評価しておりま

す。 

 

2.費用・収益の計上基準 (1)受取配当金の計上基準 

受取配当金は、原則として株式の配当落ち日において、確定配当金額又は予

想配当金額を計上しております。 

(2)有価証券売買等損益の計上基準 

約定日基準で計上しております。 

 

（その他の注記） 

（平成22年2月20日現在） 

1.期首                                                     平成21年8月21日

期首元本額                                             2,262,155,579円

期首より平成22年2月20日までの期中追加設定元本額                                 －円

期首より平成22年2月20日までの期中一部解約元本額                           229,751,784円

 

期末元本額                                                 2,032,403,795円

期末元本額の内訳※ 

りそな・日本株オープン                                                   1,476,103,813円

りそな・ＳＧ 収益分配型日本株ファンド（隔月決算型）                        556,299,982円

 

2.計算期間の末日における1単位当たりの純資産の額  

1口当たり純資産額                                           1.0330円

（10,000口当たり純資産額                                   10,330円）

※当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額 
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２ ファンドの現況（原請求目論見書19ページ） 

全文が以下の通り更新訂正されます。以下は、訂正後の内容のみ記載しております。 

 

純資産額計算書 

平成22年3月31日現在 

Ⅰ 資産総額 1,690,491,991円 

Ⅱ 負債総額 4,054,918円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 1,686,437,073円 

Ⅳ 発行済数量 2,683,023,214口 

Ⅴ １万口当り純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 6,286円 

 

（参考）りそな・日本株マザーファンドの現況 

純資産額計算書 

平成22年3月31日現在 

Ⅰ 資産総額 2,281,089,959円 

Ⅱ 負債総額 － 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 2,281,089,959円 

Ⅳ 発行済数量 1,998,735,990口 

Ⅴ １万口当り純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 11,413円 

 

 

第５ 設定及び解約の実績（原請求目論見書 19 ページ） 

全文が以下の通り更新訂正されます。以下は、訂正後の内容のみ記載しております。 

 

計算期間 設定数量(口) 解約数量(口) 

第1期計算期間（平成14年11月29日～平成15年8月20日） 4,166,250,722 2,175,750,054

第2期計算期間（平成15年8月21日～平成16年8月20日） 4,438,868,676 3,142,258,652

第3期計算期間（平成16年8月21日～平成17年8月22日） 2,155,564,577 2,466,762,277

第4期計算期間（平成17年8月23日～平成18年8月21日） 2,292,703,407 2,500,925,341 

第5期計算期間（平成18年8月22日～平成19年8月20日） 2,950,241,451 2,293,652,973 

第6期計算期間（平成19年8月21日～平成20年8月20日） 150,370,604 399,864,283

第7期計算期間（平成20年8月21日～平成21年8月20日） 20,011,209 295,316,131

第8期中間計算期間（平成21年8月21日～平成22年2月22日） 5,273,860 194,913,177

（注１） 本邦外における設定および解約の実績はありません。 

（注２） 第１計算期間の設定数量は、当初申込期間中の設定数量を含みます。 
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